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１ WG設置の背景

なぜ、オール北海道でデジタル人材の育成・確保に取り組む必要があるのか

 世界全体で需要に対して供給が追い付いていない
 国内でもデジタル人材がいる地域といない地域で差が激しい
 より豊かな生活のために未来技術の活用は不可避
 様々な業界・業種にデジタル化の波が押し寄せている

一般論

地域の
課題

 広域かつ分散型の社会構造で拠点ごとの距離が遠い
 市町村内でも隣家や市街地との距離がある
 人口減少・少子高齢化により働き盛りの人口割合が少ない
 代表的な産業が１次産業、２次産業が弱く、３次産業の観光や飲食などのサー

ビス業が最も割合が多い
 地域交通や水道、ごみ、電気、ガス、灯油などの生活インフラの維持が課題

（人口減により１人当たりの費用負担割合の増）
 若年層の減少による地域間での教育格差や医師・看護師の確保が困難なことに

よる地域医療体制維持の問題

デジタルの
恩恵を

受けやすい

時間と距離を超える

未来技術を地域に導入し、社会に溶け込ませるためには実際技術を使ってもらってその便利さを肌で感じてもら
う必要がある。そのため、人々のリテラシーの向上やスキルと知識の習得を通じた能力の底上げ重要！

ポイントは“人”



○ 国内ＩＴ人材の動向
 経済産業省によると国内のIT人材数は、若年層の人口減少に伴って2019年をピークにIT関連産業への入職者は退職者を下回り、IT人材は

減少に向かうと予想している。
 IT需要予測から推計されるIT人材需要との需給ギャップでは、2030年までのIT人材の不足数の推計値として、将来的に40～80万人の不足

が生じるおそれがあるとしている。

経済産業省「ITベンチャー等によるイノベーション促進のための人材育成・確保モデル事業」
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差は20倍以上

コロナ禍は
人材を呼び込む

チャンス？

○ 都道府県別ＩＴ企業従業員数



○ ＩＴやデジタル関連のスキルアップに向けた学習の課題

 IPAの「IT人材白書2020」によるとＩＴ関連の従事者は「業務が忙しく、勉強時間が確保できない」という回答が多かっ
たのに対し、非ＩＴ関連の従事者は「勉強の必要性を感じない（現在のスキルで十分）」との回答が多かった。
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業務が忙しく、勉強時間が確保できない

新しいスキルを習得しても、それを活かす場がない

現在のスキルで十分

勉強の必要性はわかるが、意欲が湧かない

勉強に必要な費用が確保できない

会社側から特に求められないため

勉強を始めても長続きしない

家事や育児等で忙しく、勉強時間が確保できない

何を勉強したらよいかが具体的に分からない

どのように勉強したらよいかがわからない

その他

IT従事者 非IT従事者



２ 道における取組について

北海道Society5.0推進計画（概念図）

５本の柱の１本「基盤整備」の取組の１つとして「デジタル人材
の育成・確保」を位置づけている。

名 称 概 要

企業間連携型IT産業
等振興事業（R2）

道内外の一般求職者や学生に対
し、業界説明会や道内企業が求め
る人材の情報提供や職場体験等の
取組を実施。

産業人材育成研修情
報提供事業（R2）

道内各機関が実施する産業人材育
成に関する研修・セミナー情報を
収集し、ポータルサイトで提供。

オープンデータ人材
育成研修（R2）

道職員や先進自治体職員が講師と
なり、道内基礎自治体のオープン
データを推進するための研修を開
催。

オンライン学習ツー
ルを活用したデジタ
ル人材育成実証事業
（R3）

企業が提供するDX人材育成プログ
ラムを道職員50名に対して５月～
７月の３か月間受講させ、知識の
習得や業務に有効となるツールの
学習、意識の変化などを図る取組
を実施。

自治体職員向けオープンデータ勉強会の開催（R1）
（音威子府村、釧路市、苫小牧市の様子）



３ 直近の国の動向

デジタル社会の実現に向けた重点計画 令和３年６月閣議決定

令和３年９月１日のデジタル社会形成基本法の施行を見据え、同法に規定する「デジタル社会の形成に関する重点計画」に現
時点で盛り込むべきと考え得る事項を示しつつ、現行のIT基本法に規定する重点計画及び官デ法に規定する官民データ活用推
進基本計画として策定。

超高速ネットワーク
インフラの整備

IT利活用の進化
データ利活用、

デジタル・ガバメントの実現
社会全体の

デジタル化へ

e-Japan戦略
(H13)

e-Japan戦略Ⅱ
(H15)

世界最先端IT
国家創造宣言
(H25)

世界最先端IT
国家創造宣言・官民

ﾃﾞｰﾀ活用推進基本計画
(H29)

世界最先端ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
国家創造宣言・官民ﾃﾞｰﾀ活

用推進基本計画
(H30,R1,R2)

重点
計画

 デジタル化はあくまでも手段
 目的は経済の持続的かつ健全な発展と国民の幸福な生活の実現
 目指す究極の姿は「デジタルを意識しないデジタル社会」

計画の位置づけ 主な施策や取組

① 徹底したUI・UXの改善と国民向けサービスの実現
② デジタル社会の共通機能の整備・普及
③ 包括的データ戦略

④ 官民を挙げた人材の確保・育成
⑤ 新技術を活用するための調達・規制の改革
⑥ アクセシビリティの確保
⑦ 安全・安心の確保 など



官民を挙げたデジタル人材の育成・確保

１ デジタルリテラシーの向上

２ 専門的な知識・技術を有する人材の育成・確保

 小学校におけるプログラミング教育の必修化等の新学習指導要領に基づく取組を着実に実施。
 情報モラル教育や大学におけるICTスキル習得等の実践的なプログラム、教育訓練給付におけるIT分野

の講座の充実。

 デジタル改革を牽引する人材を確保するため、ITスキルに係る民間の評価基準を活用して採用を円滑
に進める等、優秀な人材が民間、自治体、政府を行き来しながらキャリアを積める環境の整備を進め
る。

 デジタル庁を中心に各府省において、R4年度以降、新たに設けられる国家公務員採用総合職試験のデ
ジタル区分等の合格者を積極的に採用する。併せて、研究プログラムの強化など国・地方の職員のデ
ジタル化に関する専門性・知見の向上を図る。

 大学等での数理・データサイエンス・AI教育の充実、IPAでのアーキテクチャ設計の専門家やサイバー
セキュリティ人材の育成を図る。



経済財政運営と改革の基本方針2021 令和３年６月閣議決定

キーワード

デジタル化

デジタル人材

ＤＸ



デジタル人材の育成、デジタルデバイドの解消、サイバーセキュリティ対策

 社会全体で求められるデジタル人材像を共有し、産学官で協力して教育コンテンツやカリキュラムの整備、

実践的な学びの場の提供等を行うデジタル人材プラットフォームを構築
 IPAが各種デジタル人材のスキルを評価する基準を作成
 全国の大学・高等専門学校・専門学校等における数理・データサイエンス・ＡＩ教育の充実
 職業訓練と教育訓練給付のデジタル人材育成への重点化を図る

 ＩＴリテラシーやスキルの底上げ・再生などのデジタルデバイド対策

デジタル人材の種類 概要

データサイエンティスト
統計分析やコンピュータサイエンスの知識を元に、大量のビッグデータから
新たな知見を引き出し、価値を創造する人材

サイバーセキュリティスペシャリ
スト

個人や組織をサイバー攻撃の脅威から守るセキュリティ専門人材

アーキテクト
ＤＸ技術を理解して、ビジネスとＤＸ技術導入の融合を指揮することのでき
る人材

エンジニア
アプリ開発、クラウド等のデジタル技術をフルスタックで身につけ、技術の
ビジネス導入を担う人材

オペレータ ＤＸを支えるデジタル基盤の安定稼働を支える人材



４ 推進会議での発言概要

令和2年度北海道Society5.0推進会議 委員発言（概要）

 ＩＴ事業者は人材不足。人材育成が課題。
 リカレント教育のコンテンツを道と大学などが協力するなどして取り組めばいいのではないか。
 社会に出て20年程度経った方を再教育するような取組を積極的に行政が橋渡しする場を作ってはどうか。
 デジタル人材はプログラムを書くことのできる人かというとそうではない。デジタルのことが理解できている人がデジタル人

材ではないか。
 行政の人材として求められているのは、現場の課題と企業が持つ技術を「繋ぐ」ことが出来る人材。

令和3年度北海道Society5.0推進会議 委員発言（概要）

 中小企業では相談窓口の拡充が必要。現場の課題と企業が持つソリューションをマッチングするシステムが必要。
 業界によってはリテラシーの低さが問題でツールを使う以前の問題。
 工学系の大学生や高専の生徒の力をうまく使った施策を考えてはどうか。
 北大が拠点校となって数理、データサイエンス、AI教育に道内大学は力を入れている。産学官連携で取組を考えてはどうか。
 外の人材ではなく、企業内の人材をデジタル人材化する方がよりDXが進む。
 デジタル化に関して、上の伸ばす方法とベースを上げる方法があるが、今回はベースを上げる取組が重要。
 人材は一朝一夕ではないので、長いスパンで取り組むことが重要。
 WGは10年後の現役の人も混ぜて取り組んでほしい。
 重要なことはリテラシーが変わったことを認識すること。



５ 取組の方向性（事務局案）

「デジタル人材育成・確保」に関する課題の共有

求められる「デジタル人材」の人物像とは
→知識の定着度や業種によって求められる人材はバラバラなため、ターゲットを決め、レイヤーを整理する必要がある。
→企業や行政が求める人材調査

「デジタル人材」のスキルマップの検討
→整理したレイヤーに基づき、どのようなスキル・知識が必要となるのかマッピングする。

産学官連携によるデジタル人材の育成・確保に向けた取組の検討・実施
→各者の役割分担とどのような仕組みを構築することで継続的な取組となるのか検討する。
→大学、専門学校等教育機関と企業との連携
→イベント・セミナー等の開催

議論を踏まえた取組の方向性・検討課題（案）

デジタル人材の量的拡大 企業・行政の意識改革・環境整備



● 「デジタル人材」とは何か
（今すぐ必要な人とは？今後求められる人材とは？？）

● 求められる人材に必要なスキル・知識とは何か

● 第２回ＷＧに向けて

※ ご自由にご発言ください ※

本日、ご議論いただきたいこと


